
令和７年度年次報告

課題番号：HYG_01

（1）実施機関名：

兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科

（2）研究課題（または観測項目）名：

（和文）地震観測研究の成果を活用した今後の土地利用計画手法の提案
（英文）Proposal for future land use planning methods utilizing the results of earthquake
observation research

（3）関連の深い建議の項目：

4 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究
(2) 地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究

（4）その他関連する建議の項目：

3 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究
(1) 地震の災害誘因の事前評価手法の高度化

エ. 大地震に起因する災害リスクの事前評価手法
4 地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究

(1) 地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明

（5）本課題の５か年の到達目標：

　近年、国内外で活断層の近傍における建築制限を含む土地利用規制が進められている。日本におい
ては、現在中央構造線近傍における特定建築物の建築制限を徳島県が主体となって実施している。と
はいえ、一部私権を制限することや、その断層が地表面に明確に現れていないことなどから、土地利
用規制や建築制限をしても実態としての建物移転はなかなか進まない現状にある。観測技術の進展に
よって災害誘因の予測が精緻化されてきた現在、予測成果を土地利用規制、建築規制にきちんと展開
することが可能な環境は整いつつあるものの、これまでの状況を踏まえると、社会実装時に十分活用
できない可能性がある。　
　たとえば、河川氾濫等の水害リスクに関してはハザードマップで明示され、建物移転の必要性も指
摘されているが、平時の都市計画でそれが全面的に反映されることは少なく、ソフトの対策のみが行
われることも多い。そこで、ここでは国内外の地震観測成果の活用状況、および他の自然災害リスク
の予測成果の土地利用計画への反映状況について、関係機関、当事者の認識等を細かく整理すること
で、将来に向けた防災・減災の視点を含めた情報共有、対策実施のあり方を検討する。加えて、すで
に災害危険区域に組み込まれた地域における土地利用の動向についても把握する。
　すでに土地利用が進んでいたり、利便性とのバランスで土地利用形態が適正になるまでには時間を
要すること。時間経過を組み込んだ土地利用の緩やかな適正化を図るための方法論を検討することは、
まさに次期観測研究計画における社会の共通理解醸成のためにも重要である。そこで、これまでの災
害事例およびその後の復興事例を精査し、土地利用による被害拡大の影響を把握するとともに、その
後の地域復興プロセスにおいて将来の災害誘因予測がどのように土地利用計画へと反映されたのかに
ついても把握する。

（6）本課題の５か年計画の概要：

　令和6年度〜7年度は、国内での土地利用規制の運用実態を把握し、災害誘因予測が精緻化された状
況下での運用のあり方を検討する。また、東日本大震災被災地における土地利用規制（災害危険区域）
の現状把握にもつとめ、時間経過に伴う実態変化を把握する。



令和8年度は海外での建築制限の運用実態を把握するための調査を進める。具体的にはニュージーラン
ド、トルコ、台湾を想定している。規制を進める当局だけでなく、住民や事業者、不動産関連業者へ
の調査を進める。
　令和9年度以降は、他の課題の知見を実際の土地利用計画の変更にどのように反映させることができ
るのか、または該当する地域における反応に関しての調査を、行政や地域樹民を対象に実施するとと
もに、災害誘因予測の精緻化に基づく土地利用規制の可能性について、その支援策も含めて検討する。
合わせて、防災リテラシー向上のための知見を整理し、研修プログラムの検討チームへと提供する。

（7）令和７年度の成果の概要：

・今年度の成果の概要
自然災害被災地における安全性の確保による土地利用の継続と周辺地域での避難意識に関する調査研
究
ー平成26年広島市豪雨災害の被災地でのケーススタディーー

これまでの災害による被災地の殆どがそうであったように、自然災害で受けた被害に対しては、原則
原型復旧、場合によっては改良復旧で元通りに戻す、ということが、結果的に地域が従来から抱えて
きた脆弱性をこれまで以上に覆い隠すことによる復興が進む、というケースもある。
自然災害リスクがあっても、十分な災害対策が講じられていると信じる、もしくはリスクはなくなっ
たという理解から、甚大な被害を受けたエリアへの再居住が進んでいく。平成26年豪雨災害で大きな
被害を受けた広島市安佐南区八木地区では、復興まちづくりビジョンの中で、砂防堰堤の構築による
安全性の確保の方針が示され、被災エリア広範に渡り多くの事業が進められた。当時土石流の発生で
甚大な被害を受けた世帯の多くはその土地を離れ、より安全な場所で住まいや暮らしの再建を進めた
が、その土地の上流部に砂防堰堤が完成した現在、不動産開発業者による土地の取得、住宅の建設販
売が行われている。確かに砂防堰堤の構築によって土砂災害危険区域の指定は外れることになったが、
結果として対策を講じる事によって、その土地元来の災害時の脆弱性を見えなくし、気候変動の影響
などによるより一層の豪雨災害が発生した場合には前回の被害を超える被害が発生する可能性が少な
からずあるエリアを、居住地域から除外することなく再生してしまう、という状況は、公的支援によ
り本来は復興の対象から除外すべきようなリスクの高い土地での住民の生活再建が進んでしまうこと
の是非は検討されるべきである。

甚大な被害を受けた広島市安佐南区には、災害の記録と伝承、そして防災活動の啓発を目的とし
て2023年9月に広島豪雨災害伝承館が設置された。住民によるまちづくり提案から設置が決定され、
展示内容についても住民が主体となって検討が進められた。展示内容のひとつに、被害が生じるまさ
にそのときに住民がどのように感じ、行動していたのかを時系列で整理したものがある。これを見る
と、防災気象情報に関する項目はなく、自身の判断、もしくは自宅周囲の異変を察知するなかで行動
を決定している様子がうかがえる。被災者の感覚を時系列で整理をしているが、その感覚はどのよう
な気象条件下で想起されたのかについては不明である。

そこで今年度は、広島県内で近年発生した豪雨災害の被災地において、実際に被害を受けた住民が周
辺の状況変化から感じた感覚と、その前後の気象条件を突合することによって、「どんなタイミング
が危機感を感じる状況なのか」をなるべく正確に把握し、「リアルタイムかつピンポイントの情報提
供によって被害を軽減できる行動に役立ちうるのか」を検討する。これは、線状降水帯の発生による
豪雨時に、少ない時間的猶予の中でどのように安全を確保するべきなのか、を検討する知見を示すこ
とになるのに加え、たとえ災害対策工事が被災後に実施され、かつてより安全性が確保されたとして
も、むしろ住民の危機感は失われ、今後も住宅系土地利用が進められてしまうこと、そして結果とし
ては同様の被害が生じる可能性が依然残存しうる、ということが明らかになった。つまり、災害対策
が防災リテラシーの向上を不要のものとしてしまうことによる脆弱性の維持が継続する可能性が示唆
された。

・「関連の深い建議の項目」の目的達成への貢献の状況と、「災害の軽減に貢献する」という目標に
対する当該研究成果の位置づけと今後の展望
本来は、地震観測技術の精緻化によって災害誘因としての土地利用への活用可能性を検討することが



本研究テーマの目的であるが、住民のリスク認知と居住意思の関係を見るためには、頻度が高く、ハ
ザードマップなどでリスク情報が開示されているハザードでまず調査分析、検討を進めることが必要
であると考えた。その結果、ハザードマップが提示されていても豪雨災害の場合、ぞれぞれが雨の振
り方や雷の状況変化を避難のトリガーとしていることが明らかとなった。
ここでの知見も踏まえ、最終的な研究目的を達成するべく、地震災害にフォーカスした研究を次年度
以降進めていく。

（8）令和７年度の成果に関連の深いもので、令和７年度に公表された主な成果物（論文・報告書等）：

・論文・報告書等

Masahiro SAWADA et.al., 2026, Relationship Between Disaster Prevention Weather Information
and Residents’ Awareness: A Case Study of the 2014 Hiroshima Heavy Rain Disaster,
Journal of Disaster Research Vol.21 No.1, pp.15-23,
https://doi.org/10.20965/jdr.2026.p0015, 査読有, 謝辞有

・学会・シンポジウム等での発表

（9）令和７年度に実施した調査・観測や開発したソフトウエア等のメタ情報：

（10）令和８年度実施計画の概要：

南海トラフ地震に関する臨時情報が発令された際の住民意識について、大規模な調査を行い、避難に
際しての移動の可否や長期的な避難生活を送らざるを得ない場合の避難地選択について結果を集計し、
その傾向を分析する。その結果から地震ハザードの予測が精緻化した場合の住民行動の選択肢を整理
する。

（11）実施機関の参加者氏名または部署等名：

澤田雅浩（兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科）, 馬場美智子（兵庫県立大学大学院　減災復興
政策研究科）
他機関との共同研究の有無：無

（12）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先

部署名等：兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科
電話：078-891-7376
e-mail：gensai@ofc.u-hyogo.ac.jp
URL：https://drg-u-hyogo.jp/

（13）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者

氏名：澤田雅浩
所属：兵庫県立大学大学院　減災復興政策研究科



被災者へのヒアリング結果から整理する危機感の時系列変化

平成26年広島市豪雨災害時の修正済みアメダス三入の観測データと住民危機意識の関係


